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食品衛生レビュー№35●調理従業員の健康管理の重要性

　飲食店において食中毒発生防止には、日常的に十分な対策を講じていると思います。調理前の手洗い、野菜の洗浄、食肉、魚介類を下処理した後の調理器具類の洗浄殺菌などなど。従業員の健康管理はどうでしょうか。定期的な検便をしているから問題は少ないと思っている営業者もいることと思います。しかし、検便の実施はせいぜい月に一回程度で、一瞬の状況把握でしかありません。検便を実施した翌日に病原菌に感染しているかもしれませんので、日常的な健康管理が重要ということになります。

日ごろから従業員の健康管理に、十分に注意していたと思いますが、昨年暮れに札幌市の都市ホテルで調理担当者のノロウイルス感染が判明し「おせち料理」の販売を中止したのはご存知のことと思います。そこで、この事故の概要を説明してから、従業員の健康管理の必要性を述べます。

事故の概要

　昨年暮れの12月29日に札幌市の都市ホテルにおいて調理担当者が吐き気、発熱を訴え、検査の結果ノロウイルスが検出されました。31日に、食品が汚染されている可能性があったので、販売予定であった「おせち料理」1380個の販売を中止しました。注文があったお客には返金と、正月なのに「おせち」が無いのは寂しいとのことで代わりの商品を届けたとのことでした。販売価格は16,800円から37,800円だったので減収額は約3,000万円、代わりの商品の代金、営業担当者の交通費などを含めると損失額は4,000万円近くになると推定します。

　先ず、この事故に関して、販売したい営業と衛生管理とで激しい対立があったと思いますが、総支配人などトップが苦渋の決断をし、販売を中止したのだと思います。結果として、この対応は正解だったと考えます。

販売していたら食中毒が発生する可能性が考えられ、食中毒が発生したら①営業の禁止処分を受け一時的な休業　②発症者への賠償　③宴会などの予約を受けていたら代わりの飲食店への振り替え（この場合には全額ホテル負担になると思います）などの実害が考えられます。そして、調理従事者が感染発症していたのを隠し、販売したとのことで悪質性が問われ、司法により、食品衛生法第7条（不衛生食品等の販売等の禁止）、刑法第211条（業務上過失致傷害）で裁かれるかもしれません。その結果、テレビ、新聞などの報道機関は「企業モラルの欠如」などと報道し、ホテルイメージの低下（信用低下）につながります。この苦渋の決断に対して、報道機関の中には、ホテルを褒める記事があってもよいと思います。
　このように考えると、1日で4,000万円というと、とんでもない金額ですが、結果的には安かったかもしれません。でも、なぜ調理担当者がノロウイルスに感染したかが気になります。
　ノロウイルスは、ヒトからヒト、環境感染が考えられますが、食品からの感染も考えられます。調理従事者の感染原因が二枚貝（カキ）の生食であったらとんでもないことです。ということで従事者の健康管理が重要なのです。
　飲食店は調理従業員に対して、食中毒発生の高い二枚貝（カキなど）の生食、食肉（牛肉、豚肉、鶏肉）の摂食は避けるように指導する必要があります。

二枚貝　→　ノロウイルス
牛　肉　→　腸管出血性大腸菌Ｏ157　（レバはカンピロバクターも）
鶏　肉　→　カンピロバクター
に汚染されています。
　一瞬の美味しさに負けて本人が感染発病するのは自業自得ですが、本人が飲食店の調理従事者であった場合には、上記のホテルのように大変なことになります。
　Ｏ157に感染発病し、医療機関の検便調査でＯ157が検出された場合には、医療機関から保健所へ届出があり、保健所は患者本人から発病前10日間の行動・摂食の聞き取りをします。患者が飲食店に勤務しており、発病後も調理していた場合には、多分、当該施設の残品等の廃棄処分（未開封の缶詰、瓶詰は除く）、消毒、当該施設の全従業員の感染していないことが確認されるまで数日間の自主休業となります。旧伝染病予防法の法定伝染病であるコレラ、赤痢なども同様な対応となると思います。

　飲食店利用者に被害者がない場合には、保健所の公表はありませんが、報道機関の取材で公表せざるを得ない場合もあります。
　調理従業員の健康管理としての検便は一瞬の状況把握でしかありません。ノロウイルス、Ｏ157などの感染防止対策として、二枚貝・食肉の生食を摂食しないように指導することが重要と考えます。最後に、12月暮れのホテルの対応は当たり前ですが、対応を褒める記事があっても良いと思います。（笈川和男）
